
平成10年３月31日 10林野管第31号

林野庁長官より各営林（支）局長あて

［最終改正］平成25年３月18日 24林国管第148号

第１ 目的

この要領は、林野庁の地方支分部局（森林管理局の森林管理事務所、治山センター及び総合治山事業所

を含む。）及び施設等機関における請負工事（以下「工事」という。）の成績評定（以下「評定」とい

う。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定を実施し、この結果を競争参加者選定事務取扱要領（平

成１３年４月１６日付け１２林国管第７３号林野庁長官通知）第５条に規定する資格審査に活用すること

により、契約の適正な履行及び公共工事の品質確保の促進を図ることを目的とする。

第２ 評定の対象

評定は、１件の請負金額が５００万円を超える工事について行うものとする。

ただし、森林管理局及び施設等機関の長（以下「森林管理局長等」という。）が評定を行う必要がない

と認めたものにあっては、この限りでない。

第３ 評定者

工事成績の評定者（以下「評定者」という。）は，次に掲げる者とする。

１ 当該工事を発注する森林管理局及び施設等機関の工事を担当する主管課長（以下「主管課長」とい

う。）

２ 森林管理署、支署、森林管理事務所、治山センター及び総合治山事業所（以下「森林管理署等」と

いう。）において、当該工事を担当する担当課長等（森林管理署、支署及び森林管理事務所において

は、当該工事を担当するグループを総括する者、治山センター及び総合治山事業所においては当該工

事を担当する担当技術専門官をいう。以下同じ。）

３ 会計法第29条の11第１項、第２項、第４項及び第５項の規定に基づき、監督又は検査を命ぜられた

職員（以下、監督を命ぜられた職員にあっては「監督職員」、検査を命ぜられた職員にあっては「検

査職員」という。）

第４ 評定の方法及び時期

１ 評定は、工事ごとに独立して行うものとする。

２ 評定は、監督又は検査により確認した事項に基づき、評定者ごとに独立して的確かつ公正に行うも

のとする。ただし、一の工事の評定者となる監督職員及び検査職員がそれぞれ２人以上の場合はそれ

らの者が協議の上、評定を行うものとする。

３ 監督職員は「施工プロセス」のチェックリスト（様式３①から③まで）及び監督職員の考査項目表

（様式４①から⑥まで。以下「項目表」という。）、検査職員は項目表（様式５①から⑮まで）及び

主管課長、担当課長等は項目表（様式６①から④まで）に基づき評定を行い、その評定の結果を工事

成績採点表及び工事成績採点表（内訳表）（様式２①及び②まで。以下「採点表等」という。）を参
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考に項目別評定点（様式１）に取りまとめ、工事成績評定表（別記様式第１号。以下「評定表」とい

う。）を作成するものとする。なお、建築工事の出来ばえ評定については、工事成績評定基準（様式

９）に基づき行うものとする。

４ 主管課長、担当課長等及び監督職員である評定者は工事の完成のときに，検査職員である評定者は

工事の検査実施のときに，それぞれ評定を行うものとする。ただし，これによりがたい場合は，森林

管理局長等が別に定めるものとする。

５ 請負者は、高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況等（様式８①から②まで）を提出する

ことができることとし、提出があった場合は監督職員、グループを総括する者が合議をもってその評

価を行い、工事の評定に当たって適切に反映することとする。

６ 第７で規定する評定の修正は、引き渡し後、かし担保期間中に、事故等によりかしが判明した場合

に行うものとする。

第５ 評定表の提出等

１ 第３第１項及び第３項の評定者（第３項の評定者にあっては森林管理局長等が発注した工事に係る

監督職員及び検査職員に限る。）は森林管理局長等に、第３第２項及び第３項の評定者（第３項の評

定者にあっては森林管理署等の長（以下「森林管理署長等」という。）が発注した工事に係る監督職

員及び検査職員に限る。）は森林管理署長等に、遅滞なく評定表を提出するものとする。

２ 森林管理署長等は、前項の規定により受理した評定表について、四半期ごとに工事成績一覧表（別

記様式第２号）に取りまとめ、遅滞なく森林管理局長等に報告するものとする。

第６ 評定結果の通知

森林管理局長等及び森林管理署長等は、第５第１項の規定により評定者から評定表の提出があったとき

は、当該工事の請負者に対して、工事成績評定通知書（別記様式第３号）により、評定の結果を遅滞なく、

通知するものとする。

第７ 評定の修正

森林管理局長等及び森林管理署長等は、第６の規定により評定の結果を通知した後、評定を修正したと

きは、当該工事の請負者に対して、工事成績評定通知書により、その結果を遅滞なく、通知するものとす

る。

第８ 評定内容の説明等

１ 第６又は第７による通知を受けた当該工事の請負者は、通知を受けた日の翌日から起算して１０日

（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日

（以下「休日」という。）を含まない。）以内に、書面により当該通知を行った森林管理局長等又は

森林管理署長等に対して、評定の内容について説明を求めることができる。

２ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、前項の規定により評定内容について説明を求められた場合

は、当該説明請求に係る書面を受理した日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に、

書面により回答するものとする。

３ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、前項の回答を行う場合には、第１０又は第１１に規定する

工事成績評定評価委員会に意見を求めることができる。



４ 第１項及び第２項の事項については、第６又は第７の通知において明らかにするものとする。

５ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、説明を請求できる期間の徒過その他客観的かつ明白に請求

の適格を欠くと認められるときは、その請求を却下することができるものとする。

第９ 苦情申立て

１ 森林管理局長等及び森林管理署長等から回答を受けた請負者は、第８第２項の回答に不服がある場

合は、回答を受けた日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に、書面により当該森林

管理局長等又は森林管理署長等に対して、苦情を申し立てることができる。

２ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、前項による苦情の申立てがあったときは、速やかに「入札

等監視委員会の設置及び運営について」（平成６年５月３１日付け６経第９３０号大臣官房経課長通

知。以下「監視委員会通知」という。）により設置される入札等監視委員会に審議を依頼するものと

する。なお、当該入札等監視委員会の審議に係る具体的な手続、苦情申立申請書の様式等については、

監視委員会通知によるものとする。

３ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、申立者に対し、入札等監視委員会の審議の結果を踏まえた

上で、入札等監視委員会からの審議の結果を踏まえた上で、入札等監視委員会からの審議の報告を受

けた日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に、次によりその結果を回答するものと

する。

（１）苦情申立てが認められなかった場合には、申立てに根拠が認められないと判断された理由を示

してその旨を回答する。

（２）申立てが認められた場合には、苦情申立てが認められた旨及びこれに伴い森林管理局長等又は

森林管理署長等が講じようとする措置の概要を明らかにして回答する。

４ 前三項の事項については、第８第２項の回答において明らかにするものとする。

５ 森林管理局長等及び森林管理署長等は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適格を欠

くと認められるときは、その申立てを却下することができるものとする。

第１０ 森林管理局等工事成績評定評価委員会

森林管理局長等が意見を求める森林管理局等工事成績評定評価委員会の構成は、別表１に掲げるとおり

とし、委員長が主宰する。

第１１ 森林管理署等工事成績評定評価委員会

森林管理署長等が意見を求める森林管理署等工事成績評定評価委員会の構成は、別表２に掲げるとおり

とし、委員長が主宰する。

附 則

この改正は、 平成１１年３月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成１７年１０月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成２２年４月１日から施行する。



別表１ 森林管理局等工事成績評定評価委員会

森林管理局の工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

建設工事部会 支出負担行為担当官が契約する土木工事等 委 員 長

（土木工事等） の工事 当該事業担当部長

委 員

治山課長

森林整備課長

当該工事評定者（上記官職の者が

評定者となっている場合は、評定

者として出席する。）

建築工事部会 支出負担行為担当官が契約する工事のうち 委 員 長

（庁舎・宿舎建築 上記以外の工事 総務企画部長

工事等） 委 員

総務課長

経理課長

当該工事評定者（上記官職の者が

評定者となっている場合は、評定

者として出席する。）

森林技術総合研修所の工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

建設工事部会 分任支出負担行為担当官が契約する建築工 委 員 長

（庁舎, 宿舎建築 事等の工事 総務課長

工事等） 委 員

技術研修課長、 経営研修課長

当該工事評定者（上記官職の者が

評定者となっている場合は、評定

者として出席する。）

別表２

１ 森林管理事務所工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

工事部会 分任支出負担行為担当官が 委 員 長

契約する工事等 調整官

委 員

総括事務管理官

総括森林整備官

治山グループが設置されている場合は、総括

治山技術官

当該工事評定者（上記官職の者が，評定者

となっている場合は、評定者として出席す

る。）



２ 森林管理署工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

工事部会 分任支出負担行為担当官が 委 員 長

契約する工事等 次長

委 員

総括事務管理官

総括森林整備官

治山グループが設置されている場合は、総括

治山技術官

当該工事評定者（上記官職の者が、評定者

となっている場合は、評定者として出席す

る。）

３ 支署工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

工事部会 分任支出負担行為担当官が 委 員 長

契約する工事等 支署長

委 員

総括事務管理官

総括森林整備官

治山グループが設置されている場合は、総括

治山技術官

当該工事評定者（上記官職の者が、評定者

となっている場合は、評定者として出席す

る。）

４ 治山センター工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

工事部会 分任支出負担行為担当官が 委 員 長

契約する工事等 所長

委 員

技術専門官

当該工事評定者（上記官職の者が、評定者

となっている場合は、評定者として出席す

る。）



５ 総合治山事業所工事成績評定評価委員会

部 会 名 工 事 の 種 類 構 成 員

工事部会 分任支出負担行為担当官が 委 員 長

契約する工事等 所長

委 員

当該工事評定者（上記官職の者が、評定者

となっている場合は、評定者として出席す

る。）
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